
行政書士の業務について

財産管理業務：民法等の規定に基づき、当事者その他関係人の依頼又は官公署の委嘱により、管財人、管理人その他これらに類す
る地位に就き、他人の事業の経営・他人の財産の管理・処分を行う業務又はこれらの業務を行う者を代理・補助す
る業務

成年後見人等業務：民法等の規定に基づき、当事者その他関係人の依頼又は官公署の委嘱により、後見人、保佐人、補助人、監督
委員その他これらに類する地位に就き、他人の法律行為について、代理・同意・取消しを行う業務又はこれら
の業務を行う者を監督する業務

相続財産目録、遺産分割協議書、公正証書遺言書等の作成等に関連して管財人等に就き、民法等の規定に基づき当該管財人
等として行う相続財産の調査等

行政書士が業として行う財産管理業務の例

行政書士が業として行う成年後見人等業務の例

財産目録、各種契約書等の作成等に関連して後見人等に就き、民法等の規定に基づき当該後見人等として行う成年被後見人
の財産調査等

行政書士の業務は次のとおりです。

・ 官公署に提出する書類（電磁的記録を含む。）その他権利義務又は事実証明に関する書類の作成（行政書士法第1条の２第１項）
・ 行政書士が作成することができる書類の官公署への提出手続の代理（行政書士法第１条の３第１項第１号）
・ 行政書士が作成することができる契約その他に関する書類を代理人として作成すること（行政書士法第１条の３第１項第３号）
・ 行政書士が作成することができる書類の作成について相談に応じること（行政書士法第１条の３第１項第４号）
・ 行政書士又は行政書士法人の業務に附帯し、又は密接に関連する業務（行政書士法施行規則第１２条の２第４号）

財産管理業務及び成年後見人等業務は次のとおりです。

○ 行政書士は業として財産管理業務及び成年後見人等業務を行うことができます。
（財産管理業務又は成年後見人等業務は行政書士の業務に附帯し、又は密接に関連
する業務に該当します。）
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